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2015/06/20 

世田谷区政のこれからを考える 6.20 シンポジウムへの報告 

 

（１）区長選挙をめぐる動向と結果。 

１）区長選挙はどのような情勢のもとで行われたのか。 

①安倍政権の「暴走」がもたらす年金、医療、介護等社会保障切り捨てや「戦

争する国づくり」など憲法の原点を脅かす苛政から、住民のくらしと福祉、人

権、その土台である平和、民主主義を守るのは身近な自治体の役割である。沖

縄では、県知事選挙などで示された民意を無視して新基地建設が強行されつつ

ある。 

②民意に沿って政治や行政を行うのが民主主義の基本でありながらそうはなっ

ていない。民主主義のあり方が問われる事態の中、「国民主権」、「基本的人権」、

「恒久平和主義」を掲げた憲法と「住民福祉の増進」を定めた地方自治法に基

づいて安心して暮らし、子どもや若者に希望と安心のもてる地域社会を引き継

いでいくため、主権者である住民が知恵と力を合わせる機会が今回の区長選挙

であったといえる。 

 

２）保坂区政 4 年間の歩みとは。 

①世田谷区では、4年前の区長選挙で、それまで 2期 8年にわたって続いた熊本

区政からの転換を求める区民・有権者の相対的多数の選択によって保坂区政が

誕生し、認可保育園や特別養護老人ホームの整備、国の生活保護基準切り下げ

による影響緩和や低所得者に対する支援を図る区独自の措置、再開発事業補助

金の見直しなど、区民の切実な声に応える施策が前進し始めてきた。 

②保坂区長は、「脱原発首長会議」にも名を連ね、原発依存から太陽光発電など

自然エネルギー、再生可能エネルギーへシフトしていく試みや、被災地・被災

者支援の粘り強い取り組み、さらに、災害対策総点検から地域、地区における

区民主体の災害対策の取組みを支援する施策を進めてきている。「ワーキング・

プア」と称される、ダンピングの横行による公共工事、公務サービスに従事す

る労働者の処遇の切り下げや区内事業者の経営環境の悪化、下請けへのしわ寄

を改善するための公契約条例の制定とその実効性ある運用に向けた施策や若者

や女性をはじめ様々な年代の就労支援、相談機能をハローワークと結んで開設

することや「ブラック企業を見抜くためのセミナー」なども産業・雇用促進の

視点から進めてきている。 

③保坂区長は、また、安倍政権で際立ってきた「秘密保護法」、「集団的自衛権

行使容認閣議決定」など憲法 9 条に象徴される平和国家としてのあり方を根底

から覆そうとする事態に対しても、平和資料館建設をはじめ、憲法、平和と民
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主主義を守る立場からの積極的な発信を続けてもきた。 

 

３）旧来の区政の復活を企図する動き。 

①こうした区民の声に応えようとする前向きの変化を快く思わず、道路、再開

発優先と区民の福祉を切り捨てる旧来の区政の復活を意図し、自民党が区長候

補を擁立し区政を奪取する動きが急浮上してきた。このたびの選挙は、前向き

の変化をさらに前進させ、進展の不十分な状況は克服する道を区民とともにつ

くっていくのか、それとも「行革が足りない」「安倍政権とタッグを組める新区

長が必要」と称して安倍政権の「暴走」に事実上追随する区政に逆戻りさせる

のかが問われた。 

②3月に入り、旧来の自民党型区政の復活を意図する動きが強められ、自民・公

明という安倍政権の枠組みで区長候補に久保田英文氏を擁立してきた。掲げた

政策は「（図書館の民営化など）行政改革を断行」、「受益者負担の適正化」、「道

路整備を抜本的に加速」、「京王線の連続立体交差の計画通りの事業実施」等で

ある。前熊本区政が推進してきた区民サービスカットと負担増によって生み出

された財源を道路・再開発事業に投入する区政を復活させる企図が窺えた。い

わば、「変化への期待」を広げ、事実、子ども・子育て、若者施策、高齢者施策

の分野で目に見える前向きの変化を関係住民の声を反映しつつ生み出してきた

この間の区政の成果を反故にし、時計の針を逆に回そうとする動きであったと

いえる。 

③久保田候補は、世田谷商店街連合会副理事長という肩書を活かしてか、「アベ

ノミクスで街に元気と活力を」、「暮らしに景気回復の実感を」と主張した。し

かし、「アベノミクス」が現実には何をもたらしたのか、なぜ、暮らしに「景気

回復の実感」が感じられないのかについては、何一つ明らかにしなかった。久

保田候補は、「東京都と安倍政権とタッグを組める『新区長』」をキャッチフレ

ーズにした。国から東京都、そして世田谷区までトップダウンで、世田谷区を

あたかも安倍政権の出城にしようとするかのごとき姿勢であった。久保田候補

のポスターに目を凝らすと、そこに安倍首相の顔があぶり出されてくるかのよ

うであった。これでは、安倍政権が進める暮らしも平和も脅かす「暴走」に「黙

って付いてこい」と言わんばかりに世田谷区の自治もそこに暮らす住民の多様

で切実な願いも、国との直結の名のもとに封殺するに等しい。 

 

４）区長選挙の経緯と結果。 

①保坂候補は、民主、共産、ネット、社民、市民団体等の支援を受け、「子ども・

子育て、高齢者福祉、若者支援」を前面に、「世田谷モデルを発信し、この国を

変えよう」と訴え、「安倍政権の暴走」に対峙する姿勢を鮮明にした。安倍政権
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の言いなりになる世田谷区にしてしまうのか、それとも、世田谷の自治と誇り

を守るのか、地方自治と民主主義のあり方が問われた選挙といえる。 

②選挙戦の中では、4 月 5 日に JC（青年会議所）が主催する公開討論会が設定

されたが、久保田候補が前日真夜中に突然キャンセルして開催が見送られ、広

く区民の前で正面から政策を語り合う機会が閉ざされるなど有権者の間に失望

と憤りの声が広がった。 

③4 月 26 日の選挙の結果、久保田候補が 9 万 6416 票に対し、保坂候補が 19 万

6068 票とダブルスコアで圧勝した。事前には、投票率が 35％以下ならば久保田

候補有利とも囁かれたが、投票率は 42.83％と前回を上回る結果となった。因み

に久保田候補を担いだ自民、公明、次世代の各区議候補の得票合計は 12 万 6479

票であり、そこからも保坂候補に 3万を超える票が流れたことになる。 

④保坂新区長は 4月 27 日登庁し、「第 2ステージ」が始まることとなった。 因

みに、保坂区長は、再選されて初めての幹部職員向けの挨拶（4 月 27 日）で、

「1期目は 70 点で残り 30 点はまだ課題がある」としたうえで、昨年 4月からス

タートした10年計画である「世田谷区基本計画」の６つの重点政策をベースに、

「子ども・子育て応援都市」、「地域包括ケアの世田谷モデル」、「災害対策」、「エ

ネルギーの転換」、「文化芸術を発信して産業振興」、「地域行政制度の仕切り直

し」等に触れる発言を行った。そして、「国に対して、霞が関の各省庁や国会議

員の皆さんに対して、（区長）自身が出かけて行って（働きかけて）、21 世紀に

ふさわしい新しい制度をしっかりやっていきたい」と語った。 

⑤なお、「選挙報告会」（4月 28 日）で保坂区長は、 

「今までは、政党間調整、議会対応などで個人プレーをせざるを得ない部分も

あったが、これから、分野の専門家、区民の皆さん、職員たちなどチームを組

んで政策を発信していく。そういった試みを 5 月か 6 月くらいからスタートさ

せたい」、 

「子育て支援も揺るがずにやる。高齢・障がい者福祉も地域密着に入っていく」、 

「20 万人の支持を頂いたことで、職員も、区民の選択に従って仕事をするのが

民主主義だということでやってくれると信じている。住民参加のタウンミーテ

ィングを展開していく」、 

「（車座集会、タウンミーティングのほか）少人数でもいろんなことを語る場を

もっと増やしていきたい」、 

「どんどん注文をつけて参加して欲しい。参加型の熟議の保坂区政流のスタイ

ル」等のコメントを示した。 

⑥今後、6月区議会から本格的な区議会論戦が開始されることになるが、区長選

挙で掲げ区民の多くの支持と期待を集めた公約の実現のためにも、9月区議会で

の2014年度決算審議や先行して8月にも準備される2016年度予算編成に向け、
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施策の優先順位付けと財政措置に関して、区政の検証・分析の場を丁寧に重ね

ることが必要と考える。例えば、保育等子育て支援、子どもの貧困対策、若者

の生きる道すじをサポートする居場所、教育、就労等の施策、「身近な福祉の窓

口」づくりを含む地域包括ケアの世田谷モデルと地域行政の新たな展開、「ま

ち・ひと・しごと」の総合戦略の世田谷モデル、地域資源を生かした芸術文化・

スポーツの世田谷モデル等、個別テーマを専担的に深めるだけでなく、区内に

住む人を幸せに、その人権を支える視点でトータルに施策を構想することが求

められると考える。 

⑦今回、自民党型区政の復活を区民の選択によって退けたことを受け、この間

区民の間に広げてきた「変化への期待」をさらに広げつつ、くらしや福祉、平

和に対する区民の願いに応える区政をさらに前進させることができるのか否か、

これからの進みゆきが注目される。 

⑧４年に一度の区長選挙が行われた直後に開催される５月臨時区議会は、通常

は、会派構成や議長等役員人事の選出など形式的な確認にとどまることが多い

が、今回は、議会開会に先立って 5月 12 日に非公開で開催された議員協議会の

場で、議会運営委員会の出席について１人会派の出席を 3 会派につき 1 人とす

ることや 3 人以下の少数会派の発言時間を削減することなど少数会派の活動を

制限する扱いを自民、公明の提案に基づき多数決で決められたことから、議会

の民主的運営をめぐる問題が急浮上してきた。 

⑨議会運営に関しては、議会運営委員会で審議決定されていくこととなるが、5

月 18 日の議会運営委員会で早速、5月 12 日の「議員協議会申し合わせ事項」に

関して議論が正式に行われた。まず、議会運営委員会の参加・構成に関して、

従前は、「委員外議員」（一人会派等交渉会派以外の議員）も「オブザーバー」

として参加し発言することが認められていたが、今回、申し合わせ事項通り、

一人会派等少数会派の議員については参加・発言に大きな制約がかかることが

多数決で決められた。 

⑩議会での発言時間問題は、第 2 回定例区議会に向けて整理することが確認さ

れた。区民から「少数会派に対する差別的変更の理由・経緯の説明を区議会が

公開の場で行うことを求める陳情」が出されていることもあり、5 月 29 日の議

会運営委員会で審議された。陳情に関しては継続審査とされる一方、本会議に

おける「委員長報告への意見や討論などの時間」に関しては、5 月 12 日の「議

員協議会申し合わせ事項」通り、4 人以上の会派は従前通り 10 分だが、3 人会

派は 8分、2人会派は 5分、1人会派は 3分と所属会派の人数に応じて格差を設

けることが自民、公明の多数の賛成で決定され、6月区議会から適用されること

となった。 


